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三
月
議
会
に
お
き
ま
し
て
、

平
成
十
九
年
度
の
那
賀
町
当
初

予
算
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
の
で

概
略
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
予
算
額
は
百
二
億

百
二
十
八
万
三
千
円
で
前
年
度

と
比
較
す
る
と
額
に
し
て
十
一

億
五
千
七
百
八
十
七
万
円
の
減

額
、
率
に
し
て
一
〇
・
二
％
の

減
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

昨
年
度
は
木
頭
体
育
館
建
設

や
残
土
処
理
場
の
整
備
等
が
行

わ
れ
ま
し
た
が
、
本
年
度
は
厳

し
い
財
政
状
況
で
あ
る
こ
と
を

ふ
ま
え
、
従
来
に
も
ま
し
て
経

費
の
節
減
合
理
化
に
努
め
、
既

存
事
業
の
見
直
し
を
図
り
、
事

業
の
重
要
性
や
緊
急
性
を
考
慮

し
た
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
に
関
し
ま
し
て
は
、
国

か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
に
よ

り
市
町
村
税
が
増
え
る
も
の
の

所
得
譲
与
税
が
廃
止
さ
れ
た
た

め
地
方
譲
与
税
が
減
り
、
地
方

交
付
税
は
昨
年
に
引
き
続
き
二

億
円
の
減
額
と
な
っ
て
お
り
ま

す
。
県
支
出
金
に
お
い
て
も
、

災
害
復
旧
等
事
業
の
縮
小
に
伴

い
大
幅
に
減
少
し
ま
し
た
。
将

来
の
財
政
負
担
を
考
慮
し
地
方

債
の
発
行
も
抑
制
し
て
お
り
ま

す
。
ま
た
、
財
源
不
足
を
補
う

た
め
町
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調

整
基
金
か
ら
七
億
円
、
減
債
基

金
か
ら
一
億
円
繰
り
入
れ
て
い

ま
す
。

　

目
的
別
歳
出
に
お
き
ま
し
て

は
、
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
事
業

を
実
施
す
る
総
務
費
、
住
民
福

祉
に
直
結
し
た
民
生
費
等
一
部

を
除
き
全
体
的
に
減
額
と
な
っ

て
お
り
ま
す
。

　

性
質
別
歳
出
で
は
、
義
務
的

経
費
（
人
件
費
、
公
債
費
、
扶

助
費
）
の
構
成
比
は
四
六
・
九

％
と
前
年
度
（
四
三
・
三
％
）

よ
り
三
・
六
ポ
イ
ン
ト
上
回
り

高
い
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
が
、

歳
出
額
で
は
一
億
千
八
十
六
万

三
千
円
減
額
の
四
十
七
億
九
千

六
百
八
十
七
万
二
千
円
と
な
っ

て
お
り
、
こ
の
う
ち
人
件
費
に

つ
い
て
は
、
退
職
者
の
不
補
充
、

給
料
カ
ッ
ト
等
に
よ
り
七
千
六

百
十
六
万
一
千
円
の
減
と
な
っ

て
お
り
ま
す
。
町
の
借
金
返
済

に
あ
た
る
公
債
費
は
昨
年
度
に

引
き
続
き
二
十
五
億
円
を
超
え
、

予
算
額
の
二
五
％
を
占
め
財
政

の
硬
直
化
が
顕
著
に
な
っ
て
い

ま
す
。
投
資
的
経
費
に
つ
い
て

は
、
事
業
を
厳
選
し
た
こ
と
に

よ
り
二
三
・
三
％
と
前
年
度（
三

〇
・
二
％
）
よ
り
六
・
九
ポ
イ

ン
ト
減
少
し
ま
し
た
。

  

町
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
は

厳
し
い
状
況
で
す
が
、
公
共
施

設
の
耐
震
化
を
進
め
る
学
校
耐

震
診
断
事
業
、
子
育
て
支
援
と

し
て
町
単
独
経
費
を
上
乗
せ
し

た
乳
幼
児
等
医
療
助
成
事
業
、

鳥
獣
被
害
対
策
事
業
等
生
活
に

密
着
し
た
予
算
に
な
っ
て
お
り

ま
す
。

寄付金1千円（0.0%）

財産収入
32,360千円（0.3%）

繰越金
149,149千円（1.5%）

分担金負担金
179,303千円
（1.8%）

諸収入
184,387千円
（1.8%）

使用料及び手数料
216,332千円

（2.1%）

市町村税
904,001千円
（8.9%）

繰入金
885.900千円
（8.7%）

交通安全対策特別交付金
1千円（0.0%）

地方特例交付金
2,501千円（0.0%）

配当割交付金
4,100千円（0.0%）

株式等譲渡所得割交付金
5,800千円（0.1%）

利子割交付金
6,100千円（0.1%）

自動車取得税交付金
42,700千円（0.4%）

地方消費税交付金
97,900千円（1.0%）

地方譲与税
110,300千円（1.1%）

県支出金
1,292,941千円
（12.7%）

地方債
867,500千円
（8.5%）

地方交付税
4,700,000千円
（46.1%）

国庫支出金
520,007千円（5.1%）

一般会計歳入予算
依存財源…国や県から交付
される財源で、この比率が
大きいほど国や県に依存し
ている。

自主財源…町税や使用料な
ど町が自主的に収入できる
財源。

歳　　入
10,201,283

千円

自
主
財

源
25% 依存財

源
75%

歳　入

平
成
十
九
年
度 

那
賀
町

百
二
億
百
二
十
八
万
三
千
円

一
般
会
計
当
初
予
算
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一般会計目的別歳出予算
一般会計性質別歳出予算 歳　出

災害復旧費
19,103千円
（0.2%）

予備費
30,000千円
（0.3%）

商工費
35,241千円
（0.3%）

議会費
80,200千円
（0.8%）

消防費
284,577千円
（2.8%）

土木費
508,615千円
（5.0%）

教育費
682,728千円
（6.7%）

衛生費
789,473千円
（7.7%）

農林水産業費
1,377,521千円
　（13.5%）

民生費
1,384,001千円
（13.6%）

総務費
2,446,724千円
（24.0%）

公債費
2,563,100千円
（25.1%）

歳出（目的別）
10,201,283

千円

維持補修費
13,679千円
（0.1%）

予備費
30,000千円
（0.3%）

積立金
97,756千円
（1.0%）

補助費等
791,871千円
（7.8%）

繰出金
820,776千円
（8.0%）

物件費
1,271,491千円
（12.5%）

災害復旧事業費
19,103千円
（0.2%）

普通建設事業費
2,359,735千円
（23.1%）

扶助費
290,567千円
（2.8%）

人件費
1,943,205千円
（19.0%）

公債費
2,563,100千円
（25.1%）

歳出（性質別）
10,201,283

千円

義務的経費

投資的経費

その他の経費

特別会計予算
特 別 会 計 名 本年度予算（千円）

国民健康保険事業特別会計 1,331,692

国民健康保険診療所事業特別会計 660,405

老人保健事業特別会計 1,686,396

介護保険事業特別会計 1,125,000

簡易水道事業特別会計 150,916

集落排水事業特別会計 228,071

ケーブルテレビ事業特別会計 125,945

財産区事業特別会計 449

町立上那賀病院事業会計
（公営企業会計） 565,404

工業用水道事業会計
（公営企業会計） 41,968

特別会計合計 5,916,246

本年度の主な事業　（千円）
移動通信用鉄塔施設整備事業	 81,341

電源立地地域対策交付金事業	 59,385

まちづくり交付金事業	 606,000

地域コミュニティ助成事業	 59,151

福祉のまちづくり事業	 78,062

地場産業活性化事業	 25,923

林道新設改良事業	 521,189

町道新設改良事業	 371,877

学校耐震診断事業	 12,500

後期高齢者医療事務処理
システム構築繰出金	 13,633


